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１ 目的 
 本研究の目的は、投票先選択に対する心理的要因と情報接触の影響を分析することである。Downs 

(1957) によれば、市民は自らの効用を満たす政党を認識して投票行動を行う。本研究では先行研究を

踏まえつつ、社会全体に対する不満が投票行動に及ぼす影響について分析を行った。2025 年 7 月に行

われた参議院議員選挙において、参政党や国民民主党等の政党が得票率を伸ばし、その要因として

ソーシャルメディアの活用が指摘されている。一方で、物価高等の影響のもと、在日外国人に関す

る政策が支持を得たとの論評も見られる。これらの点を踏まえ、投票先の選択における社会への不

満とソーシャルメディア利用の影響の分析を行った。                                    
                                             
２ 方法 
 本研究の調査・分析方法としては、2025 年 7 月の参議院議員選挙について、公示前と投票後の

2 波の調査に回答した 1559 サンプルを分析し、比例代表での投票先政党の選択要因を分析した。

本選挙で躍進した参政党への投票を従属変数に、性別・年齢・最終学歴を統制変数としてロジステ

ィック回帰分析を実施した。 
 
３ 結果 
 調査・分析の結果、事前の参政党投票予定（0.1％水準）、選挙期間中のインフルエンサーによる

ソーシャルメディア投稿への接触（1％水準）、社会への不満（5％水準）が正の方向で有意となっ

た。一方、自民党への投票を従属変数に分析したところ、事前の自民党投票予定（0.1％水準）とと

もに、社会への不満（1％水準）が負の方向での有意となった。 
 
４ 結論 
 以上により、本調査の結果から、参院選で躍進した参政党への投票の要因として、社会への不満

とソーシャルメディア接触が明らかになった。この結果から、投票先選択に対する心理的要因と情

報接触の両方の影響が示唆された。 
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